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Abstract
This article is a study of education in the colonial dependencies, focusing on Japanese colonial 
education in Taiwan. The Japanese colonial authorities proclaimed that the assimilation of Tai-
wanese people and promotion of Japanese language was the main goal of Japanese educational 
policy. Although Japanese educational efforts faced difficult problems, the islanders gradually 
began to accept Japanese-style schooling. The Taiwan educational ordinance of 1919 established 
a single, coordinated education system. However, Taiwanese demand for advanced schooling be-
came increasingly difficult to resist. Despairing of limited opportunities in Taiwan, some rich 
families began sending their children to Japan. In 1922, a new education ordinance was promul-
gated, which declared an abolishment of the separatism and discriminatory treatment in education 
and established full equality of opportunities for both Taiwanese and Japanese nationals. It named 
the common school as an institution for non-Japanese-speaking children and the primary school 
for Japanese-speaking children regardless of race. In secondary and higher education, all schools 
were to be governed henceforth by the same educational orders which regulated their counterparts 
in Japan. Taihoku Imperial University and a preparatory higher school were also established. In 
secondary and higher education, Japanese students and Taiwanese students attended the same in-
stitutions of education. The enrollment ratio of the Taiwanese children became considerably high-
er. In the final stages of the colonial period, the colonial authority decided to enforce compulsory 
education in Taiwan. Japanese colonial education policy began to assume a unique feature that 
was different from that of Western powers. After the decolonization of Taiwan, the overall insti-
tutions of education were taken over by the Chinese government. In the final part, we review 
some comments by Taiwanese scholars on the Japanese colonial legacy in education. 
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国の教育発展の現実の姿がしだいに明らかになってきた 1970 年代半ばころである。1976 年、ロ
ナルド・ドーアは、その著『学歴社会  新しい文明病』において開発途上国における教育発展の
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(6) 土着のさまざまな教育機関 ( イスラム系、仏教系、儒教系、民族系など）に対する植民政府




























ながら、他方、第三に、近代的生産技術 ( 主に農業 ) の初歩を教えて植民地経営にこたえさせよ
うとする。・・・民族の経済的基盤の破壊だけでなく、民衆一般にまで及ぶ文化的・精神的な伝


























理念模索・試行錯誤期 (1895-1906 年 ) 、(2) 漸進的・抑制的教育整備期 (1907-1918 年 )、(3) 台
湾教育令期、民族隔離・差別待遇を原則とした台湾人のための教育体系の確立 (1919 年 -1921 年 )、
(4) 改正台湾教育令期、 内地延長主義による差別待遇解消と内台共学推進 (1922 年 -1935 年 )、(5) 
戦時教育体制期、「皇民化教育」の推進と量的拡張 (1936-1945 年 )。ちなみに、台湾での教育事
業は、当初から一貫して、本国の文部省によってではなく、現地の台湾総督府によって直接に所
管された。
(1)　植民地教育の理念模索・試行錯誤期 (1895-1906 年 )
台湾が日本の統治下に入るのは、近代日本がはじめて遂行した対外戦争である日清戦争 (1894-
















金を仰ぎつつあり。交通尚未だ開けず。瘴癘 ( しょうれい ) 尚未だ除かずして、内地人は台
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き思想を要せざるべからず」( 伊澤，1958，162 頁 )。
伊澤は、初代台湾総督樺山資紀大将に対して自らの台湾教育構想を提示した。新領土住民の「精





に散乱せざるなり」( 上田，1895，12 頁 ) という国家主義的色彩の濃い国語論である。伊澤の台
湾教育構想は、日本語＝日本人の精神的血液という上田らの国語論をいち早く取り入れて、新領





した。開設まもなく学堂は、土匪の襲撃をうけ日本人教師 6 人が惨殺されるという悲劇 ( 芝山厳
事件 ) にもみまわれる。こうした受難にひるむことなく、伊澤は教育事業推進に熱意をかたむけ、
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みずからの企画を、「国語伝習所」および「国語学校」の設立という形で実行に移していった。
国語伝習所は、「本島人ニ国語ヲ教授シテ其日常ノ生活ニ資シ且日本国的精神ヲ養成スルヲ以
テ本旨トス」( 台湾総督府直属国語伝習所規則 ) とするものであった。甲乙二科に分かれ、甲科は、
年齢 15 歳以上 30 歳以下で、普通の知識を備える者に促成的に国語を教え、修業年限は半年また
は 1 年。乙科は年齢 8 歳以上 15 歳以下の者に、国語・読書・作文・算術を授け修業年限を四カ
年とし、当初は 14 カ所に設けた。乙科は初等教育機関、甲科は成人教育であり、通訳、書記、
雇員など促成の目的を兼ねていた。高山地域には、分教場が設けられ先住民 ( 蕃人 ) への教育も





内地人 ( 日本人 ) 向けの甲科および台湾人向けの乙科の二科からなり、いずれも早急に必要とさ









初期の混乱をへて、やがて第四代台湾総督児玉源太郎大将 ( 任期 1898 年～1906 年 ) とその民
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止し、現実的・漸進的な教育政策をとるという立場であった。また蕃童公学校 ( 蕃童教育所 ) と
よばれる先住民子弟むけの教育機関もすこしずつ整備されていった。

































内地に来り、望む所の学校に入りて高等の教育を修め、若は厦門 ( アモイ ) 又は香港に走り
て英米人の設立せる学校に入学する者あり、将来青島 ( チンタオ、当時はドイツ租借地 ) に
走る者も亦輩出するに至らん、此趨勢は今後益々激甚を加ふるに至らんとす」( 持地，1912，
196




き、内地 ( 日本 ) に教育機会をもとめ、また中国大陸の外国人居住地域への留学にはしる者が出
現していたのである。台湾の地理的位置はこれを可能にしていた。こうした留学が台湾人の権利
意識、民族感情を刺激することを植民地当局は懸念した。また、総督府が台湾人に高等普通教育
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教育・大学教育にいたるまで減少することなく続いていた ( 上沼，1978，142 頁 )。






の勃発 (1918 年 ) や台湾における民族運動の高まりなど思想的・政治的環境の変化もあった。原
は、朝鮮・台湾に行政・司法から教育に至るまで、原則的に本国と同一の制度を導入しようとし






を備えた大学の設立」の構想が含まれていた。前明石総督（1919 年 10 月健康を害して急死 ) の
残した台湾教育令であったが、田は、就任早々、教育における内地延長主義を実現することをめ















想定した条項も設けられた。事実、1922 年に台北高等学校、そして 1928 年には、最高学府の台























で「植民政策論」を講じていた矢内原忠雄は、「高等教育の植民者 ( 内地人 ) 独占」、「教育制度
の同化により事実上、本島人は高等専門教育を奪われたに類する」と述べその現実を批判してい








機関の入学定員に特定集団向けの割当枠 ( クオータ制 ) を設けるなど積極的な格差是正策を採る
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ことも可能であろうが、もちろんこの時代にそうした補償的措置を植民地当局に期待することに
は無理があろう。
(5) 戦時教育体制期、「皇民化教育」の推進と量的拡張 (1936-1945 年 )  










































育、専門教育の分野でも量的拡張が進展をみせた。第二次世界大戦中の 1940 年から 1944 年の間
だけでも、台湾の在籍生徒数の数は、中学校で 11,180 人から 15,172 人に、さらに実業学校では 7,610
人から 14,626 人に、高等工業専門学校・経済専門学校等の専門教育レベルでも 1,096 人から 1,997
人へとほぼ倍増していた ( 台湾統治概要，1945) 。日本人生徒も増えてはいるが、台湾人生徒数
の増加率は前者のそれをうわまわっていた。台北帝国大学には、医学部と工学部が増設された。
Ⅳ．近年の台湾側での評価をめぐって
1945 年 8 月、敗戦の報が植民地台湾にも伝えられた。10 月、ポツダム宣言にのっとり中華民
国軍が台湾に上陸する。台湾行政長官公署が開設され、11 月国民党政府による台湾総督府の各




となった中華民国国民党政府の横暴、腐敗、無規律、強欲に幻滅する。1947 年 2 月 28 日には台
湾史上の惨劇である二・二八事件 ( 国民党政府の横暴、腐敗に対する台湾住民の暴動。住民への
無差別発砲、多数の台湾知識人の逮捕・殺戮 ) が発生する。1949 年 5 月、国民党政府は戒厳令


















自治的議会組織 ( の抑止 ) 以外は、日本は台湾において『小型の明治維新』を遂行したと言うこ
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とができる。・・・日本の明治維新は、その大部分が西洋化運動であり、当時の日本人はこれを『文
明開化』と呼んだ。日本が台湾で推し進めた近代式の統治や建設などには、もとより日本文化の
特色を帯びてはいるものの、基本的には一種の二次的な『西洋化』であった ( 統治の最後の 8 年
間の『皇民化運動』はまた別の文脈の産物である )。台湾において近代化というのは、日本化で
はなく、『文明化』であった ( 周， 2013，126-127 頁 )。戦時体制下での皇民化運動の一時期をの






語に代わって北京語 ( 標準中国語 ) が新しい国語として台湾全土に実施されて行く。日本語の急
進的な廃止は台湾知識人の反発を呼んだ。かつての統治者が去っても、国語すなわち日本語は台
湾人の活字メディア用語であり、近代文明を摂取する手段であり、エスニック集団間の共通語で
あり、しいていえば近代化生活を営む不可欠な道具でもあったからである。( 国民党 ) 陳儀政府は、
新しい国語・北京語の台湾人の能力不足やかつて『同化』教育を受けたことに『奴隷化』教育と









































ての国語の使用に習熟させるという意味を持っていなかった」( 土屋，1943，342 頁 )。
最初は住民の拒絶や無視という困難な状況で出発した教育事業は、しだいに台湾住民に受け入
れられるようになる。1919 年の台湾教育令によって整備された教育制度は、内地人 ( 日本人）
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